
（様式第１号の３）

年度 合計 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

総事業費 900,000 300,000 300,000 300,000

補助金所要額 300,000 100,000 100,000 100,000

算出根拠

年度 合計 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

CO2削減効果
（ｔ/年）

3,300ｔ 　　　　1,100ｔ

類似事業の実績
を参考に、事業
費
15,000千円あた
りの削減効果を
55ﾄﾝ
とした。
　*55t×20件
　　　　=1,100ｔ

1,100ｔ 1,100ｔ

事業の名称 地球にやさしい事業活動支援事業

地域グリーンニューディール基金事業計画書（全体）　事業個表

事業番号 7000001

事業メニュー区分 （１）②民間施設省エネ・グリーン化推進事業

事業の主たる実施場所 福島県内（民間補助）

事業の目的・概要

　地球温暖化防止の対策として、温室効果ガスの排出の伸びが大きい民生
業務部門等の排出抑制を図るため、事業所が行う省エネ改修費の一部を助
成し、省エネ取組活動の一層の促進を図る。
　なお、補助対象事業者は、本県独自の取組みである「福島議定書事業」に
参加するものとし、県事業との一体的な推進を図る。

補助対象事業は下記のとおり。
　①既存施設において、２種以上の省エネルギー効果の高い設備（＊）を複合
的に導入する、または複数の事業所が合同で省エネルギー効果が高い設備
を一体的に改修する事業。
　②エコ通勤実施のために必要な施設整備事業
    （事業所内において、エコ通勤推進のための体制が整備されていることを
補助の要件とする。駐輪場や共同バスの待機所整備等に対する補助とし、通
勤バス等の車両購入は対象外とする。）

　＊省エネルギー効果の高い設備とは、「温室効果ガス『排出抑制等指針』
　　（平成２０年１２月１２日）第１－２－（１）」に記載のある設備への改修とす
る。

事業実施の方法・内容

○補助事業（民間事業者向け）
　補助率・・・1/3（１件あたり30,000千円を上限）
　　　　　　　　なお、総事業費の下限を3,000千円とする。

事業費の算出根
拠

　○標準事業費　15,000千円として算出。
　　　【H21～H23】
　　　　総事業費　　　 　 15,000千円　×　20件　＝ 300,000千円
　　　  補助金所要額　　15,000千円　×　20件　×　１／３　＝ 100,000千円
　
　　　＊標準事業費は、省エネ改修アンケート結果から算出した。

事業効果の算出
根拠



（様式第１号の３）

事業の名称 地球にやさしい事業活動支援事業

地域グリーンニューディール基金事業計画書（全体）　事業個表

事業番号 7000001

事業メニュー区分 （１）②民間施設省エネ・グリーン化推進事業

雇用効果（人/年） 105 35 35 35

他の国庫補助制度がある場合そ
の名称

なし

事業実施スケジュール
＜平成２１年度～平成２３年度＞
　　　民間補助により実施

自治体独自の既存補助制度があ
る場合その名称（概要のわかる資
料を添付すること）

なし

備考

　省エネ改修アンケートは、県内の以下の事業所を対象に、省エネを目的とし
た設備導入や改修の予定があるかどうか、たずねたものであること。
　（対象）
　　・ＩＳＯ１４００１認証取得事業所
　　・福島県独自の取組である「地球温暖化防止のための福島議定書事業」
参加事業所
　　・平成２０年１２月に開催した「ふくしま環境・エネルギーフェア２００８」出展
事業所


